
平成 30 年度一般会計等財務書類４表 
 

 

１ はじめに 

 

  本県では、貸借対照表及び行政コスト計算書について、平成１２年度決算

から作成し、ホームページに掲載してきました。その後、純資産変動計算書、

資金収支計算書を加えた財務書類４表を作成し、平成２０年度決算から「総

務省方式改訂モデル」に基づき公表してきました。 

  平成２７年１月に、総務省から地方公共団体に対し総務大臣通知が発出さ

れ、統一的な基準による財務書類等の作成を要請されました。具体的には、

原則として平成２９年度までに全ての地方公共団体において作成することや、

固定資産台帳が未整備である地方公共団体においては、早期に同台帳を整備

することが求められました。 

この通知を受け、本県では平成２８年度決算から統一的な基準による財務

書類を作成しています。今回、平成３０年度の財務書類４表を作成しました。 

 平成３０年度は本県の持つ資産を精緻に財務書類に反映させるため、他県の

資産計上の考え方等も踏まえて、精査を行いました。 

 

 

２ 統一的な基準による財務書類４表の意義 

 

○発生主義会計による現金主義会計の補完 

現行の予算・決算制度に係る会計制度は単式簿記（※）による現金主義会

計を採用しています。現金主義会計は現金収支という客観的情報に基づくた

め、公金の適正な出納管理に資する一方、現金支出を伴わないコスト（減価

償却費、退職手当引当金等）を正確に把握することが困難という課題があり

ます。 

統一的な基準においては現金主義会計の課題を補完するため、複式簿記

（※）による発生主義会計を導入することにより、現金主義会計では把握が

困難なストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償却費等）

を正確に把握することができます。 

（※）単式簿記と複式簿記 

単式簿記（官庁会計）：経済取引の記帳を現金の収入・支出として一面的

に行う簿記の手法 

複式簿記（企業会計）：経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行 

う簿記の手法 

 

 

 





（２）行政コスト計算書 

１年間の行政活動のうち福祉や教育等といった資産形成に結びつかない行

政サービスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価（使用料、手数料

等）として得られた収益を対比させたものです。 

なお、費用から収益を差し引いたものが「純行政コスト」であり、これは

収益以外の財源である税収・地方交付税・国補助金等で賄う額を表していま

す。 

  【何がわかるか】 

   ・経常的な行政サービスにかかったコストはどれくらいか。 

   ・受益者負担でどれほどコストが賄われたか。 

   ・受益者負担以外でどれほどのコストが賄われたか。 

 

（３）純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が１年間でどのように変

動したかを表したものです。 

  行政コスト計算書で算定された純行政コストが税収・地方交付税・国補助

金等の財源でどう賄われているのかを表しています。 

  【何がわかるか】 

   ・１年間の行政コスト（受益者負担以外）はどのように賄われているの

か。 

   ・現世代までの負担とされる純資産がどのように変動したのか。 

 

（４）資金収支計算書 

１年間の資金の出入りの情報を、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の３つに分けて表したものです。 

【何がわかるか】 

   ・経常的な行政サービスの提供等に係る資金収支はどうなっているのか。 

   ・固定資産の取得や売却、貸付金の貸付や回収等に係る資金収支はどう

なっているのか。 

   ・地方債の発行や償還に係る資金収支はどうなっているのか。 





５ 各表の概要 
 

（１） 貸借対照表（バランスシート） 

ア 概 要 

地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産をどのような財源で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、「バラン

スシート」とも言います。 

 

 

 

  平成３０年度末の資産は１兆８，８６７億円、負債は１兆６，３５９億円

で、純資産は２，５０８億円となっています。 

 資産の内訳は、道路や建物等の固定資産が１兆８，５０１億円であり、現

金預金や財政調整基金等の流動資産が３６６億円となっています。固定資産

の主なものは、道路等のインフラ資産が１兆２，４２８億円、事業用資産が 

３，６４３億円となっており、流動資産の主なものは、現金預金が１９８億

円、財政調整基金が１０２億円となっています。 

 一方、負債の内訳は、固定負債が１兆５，１１９億円、流動負債が 

１，２４０億円となっています。固定負債の主なものは、１年内償還予定地

方債を除く地方債が１兆３，２９１億円、退職手当引当金が１，７８５億円

となっており、流動負債の主なものは、１年内償還予定地方債が 

１，０８０億円、賞与等引当金が１３１億円となっています。 

 なお、地方債は、流動負債に計上した１年内償還予定地方債を含めると、

１兆４，３７１億円となり、負債の８７．８％を占めています。 



イ 前年度からの増減 

① 資産 

 有形固定資産は本県の持つ資産を精緻に財務書類に反映させるため、他県

の資産計上の考え方等も踏まえて精査を行ったことにより１，９５１億円増

加しました。また、投資その他の資産は、長期貸付金の減等により、４０億

円減少しました。流動資産は、現金預金や財政調整基金の増等により７５億

円増加しています。その結果、資産は前年度末から１，９８５億円増加しま

した。 

② 負債 

固定負債は退職手当引当金が減少したこと等により、１９３億円減少しま

した。流動負債は１年内償還予定地方債が減少したこと等により、５２億円

減少しました。その結果、負債は前年度末から２４６億円減少しました。 

 

ウ 県民 1 人当たりのバランスシート 

県民１人当たりのバランスシートは、バランスシート上の各々の金額を平

成３１年１月１日現在の住民基本台帳人口で除して算出したものです。 

  県民１人当たりの資産は１０３万４千円と前年度に比べて１１万４千円の

増加となりました。  

  一方、県民１人当たりの負債は８９万７千円と前年度に比べて８千円減少

しています。 

 

①  資産 

 

②  負債及び純資産 

 

固定資産 1,013,939 円 904,501 円 109,438 円

流動資産 20,052 円 15,850 円 4,202 円

資産合計 1,033,991 円 920,352 円 113,639 円

住基人口 1,824,637 人 1,834,269 人 △ 9,632 人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

今期末（H31.3.31） 増減前期末（H30.3.31）
資産の部

金額

固定負債 828,580 円 834,772 円 △ 6,192 円

流動負債 67,970 円 70,459 円 △ 2,488 円

負債合計 896,550 円 905,231 円 △ 8,681 円

純資産合計 137,441 円 15,121 円 122,320 円

負債及び純資産合計 1,033,991 円 920,352 円 113,639 円

住基人口 1,824,637 人 1,834,269 人 △ 9,632 人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

増減前期末（H30.3.31）今期末（H31.3.31）

金額

増減前期末（H30.3.31）今期末（H31.3.31）

金額
純資産の部

負債の部



内 容

事 業 用 資 産庁舎や学校等の行政サービスに供するもの

イ ン フ ラ 資 産道路、橋りょう、公園等の社会基盤となるもの

物 品車両、美術品等の動産など

無 形 固 定 資 産ソフトウェア、地上権など

投 資 そ の 他 の 資 産
有価証券や出資金、長期貸付金、県債管理基金やその他の基金な
ど

現 金 預 金手許現金や要求払預金等の現金や現金同等物

未 収 金収入未済の収益又は財源のうち、１年以内に発生したもの

短 期 貸 付 金貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

基 金財政調整基金

徴 収 不 能 引 当 金未収金に対する回収不能見込額

地 方 債地方債のうち、償還期限が１年を超えるもの

長 期 未 払 金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもので支払いが終了
していないもののうち、支払予定が１年を超えるもの

退 職 手 当 引 当 金全職員が該当年度末時点で退職した場合に必要となる退職手当

損 失 補 償 等 引 当 金
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担額に
算入される第三セクター等の損失補償債務等

１年内償還予定地方債地方債のうち、償還期限が１年以内のもの

未 払 金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもので支払いが終了
していないもののうち、支払予定が１年以内のもの

前 受 金
代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行ってい
ないもの

賞 与 等 引 当 金翌年度に支給される賞与のうち、当該年度に発生した分

預 り 金職員給与等から徴収した税金や契約保証金など

資

産

固
定
資
産

流
動
資
産

区 分

負

債

固
定
負
債

流
動
負
債

エ バランスシートの主な項目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２） 行政コスト計算書 

ア 概 要 

１年間の行政活動のうち福祉や教育等といった資産形成に結びつかない行

政サービスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価（使用料、手数料

等）として得られた収益を対比させたものです。 

なお、費用から収益を差し引いたものが「純行政コスト」であり、これは

収益以外の財源である税収・地方交付税・国補助金等で賄う額を表していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

平成29年度

金額 構成比 金額

経常費用 6,044 98.6% 6,364 △ 320 △ 5.0 %

業務費用 3,793 61.9% 3,991 △ 198 △ 5.0 %

人件費 2,005 32.7% 2,302 △ 297 △ 12.9 %

物件費等 1,127 18.4% 1,060 67 6.3 %

その他の業務費用 661 10.8% 629 32 5.0 %

移転費用 2,251 36.7% 2,372 △ 121 △ 5.1 %

補助金等 2,003 32.7% 2,225 △ 222 △ 10.0 %

社会保障給付 121 2.0% 120 1 0.9 %

その他（上記以外） 127 2.1% 28 99 356.9 %

経常収益 207 62.4% 205 2 0.9 %

使用料及び手数料 99 29.9% 100 △ 1 △ 0.8 %

その他 108 32.5% 105 3 2.6 %

純経常行政コスト 5,837 96.6% 6,159 △ 322 △ 5.2 %

臨時損失 88 1.4% 64 24 37.3 %

災害復旧事業費 74 1.2% 39 35 88.6 %

資産除売却損 7 0.1% 5 2 40.4 %

損失補償等引当金繰入額 - - - - - %

その他（上記以外） 8 0.1% 20 △ 13 △ 61.7 %

臨時利益 125 37.6% 104 21 19.7 %

資産売却益 6 1.7% 6 - △ 2.4 %

その他 119 35.9% 98 21 21.0 %

純行政コスト 5,800 94.6% 6,119 △ 318 △ 5.2 %

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

※構成比における割合は、費用（経常費用及び臨時損失）及び収益（経常収益及び臨時利益）のそれぞれに

 おける構成割合を表示しています。

増減額 増減率
平成30年度

項目



①  費用 

  平成３０年度の費用合計は６，１３２億円であり、その内訳は、経常費用

が６，０４４億円、臨時損失が８８億円となっています。 

  経常費用の内訳は、職員給料等の人件費が２，００５億円、維持補修費・

減価償却費等を含む物件費等が１，１２７億円、地方債の支払利息やその他

の業務費用が６６１億円、市町等への補助金や社会保障給付を含む移転費用

が２，２５１億円となっています。 

 

②  収益 

  平成３０年度の収益合計は３３２億円であり、その内訳は、経常収益が 

２０７億円、臨時利益が１２５億円となっています。 

経常収益の内訳は、使用料及び手数料が９９億円、財産運用収入や雑入等

のその他の経常収益が１０８億円となっています。 

 

③  純行政コスト 

  費用合計から収益合計を差し引いた純行政コストは５，８００億円であり、

費用全体に対する割合は９４．６％となっています。 

 

イ 県民 1 人当たりの純行政コスト 

 県民１人当たりの純行政コストは、行政コスト計算書上の各々の金額を平

成３１年１月１日現在の住民基本台帳人口で除して算出したものです。 

  県民１人当たりの費用は３３万６千円、収益は１万８千円で、純行政コス

トは３１万８千円となっています。 

 

 

 

 

 

 

経常費用 331,249 円 346,940 円 △ 15,691 円

経常収益 11,347 円 11,185 円 162 円

純経常行政コスト 319,902 円 335,755 円 △ 15,853 円

臨時損失 4,827 円 3,498 円 1,330 円

臨時利益 6,832 円 5,678 円 1,154 円

純行政コスト 317,897 円 333,574 円 △ 15,678 円

住基人口 1,824,637 人 1,834,269 人 △ 9,632 人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

項目 増減平成29年度平成30年度



（３） 純資産変動計算書 

ア 概 要 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が１年間でどのように変

動したかを表したものです。 

  行政コスト計算書で算定された純行政コストが税収・地方交付税・国補助

金等の財源でどう賄われているのかを表しています。 

 

 

 

  平成３０年度末の純資産は、前年度末残高２７７億円から２，２３０億円

増加し、２，５０８億円となっています。 

純行政コスト５，８００億円に対して、税収等で５，０７２億円、国等補

助金で７４９億円の財源で賄っています。また、本県の持つ資産を精緻に財

務書類に反映させるため、他県の資産計上の考え方等も踏まえて精査を行っ

たことにより、資産評価差額で３２４億円、無償所管換等で１，９１８億円

増加しました。 

この結果、純行政コストとの差引である純資産が２，２３０億円増加し、

本年度末純資産残高は２，５０８億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書 （単位：億円）

前年度末純資産残高 277 782 △ 505

純行政コスト（△） △ 5,800 △ 6,119 318

財源 5,821 5,612 209

税収等 5,072 4,806 266

国県等補助金 749 806 △ 57

資産評価差額 328 4 324

無償所管換等 1,916 △ 2 1,918

その他 △ 34 - △ 34

本年度末純資産残高 2,508 277 2,230

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

増減平成29年度末平成30年度末



（４） 資金収支計算書 

ア 概 要 

１年間の資金の出入りの情報を、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の３つに分けて表したものです。 

 



①  業務活動収支 

業務活動収支では、人件費や物件費等の支出と税収や国等補助金の収入が

計上されており、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。

支出は大きいものから、人件費が２，１９３億円、補助金等が２，００９億

円、物件費等が５５９億円となっています。一方、収入は大きいものから、

税収等が５，０７２億円、国等補助金が４４１億円となっています。 

 

②  投資活動収支 

投資活動収支では、公共資産の整備に係る支出とその財源である国等補助

金による収入や、基金の積立てに係る支出及び取崩しに係る収入等の状況が

表示されています。支出としては、公共施設等整備に１５９億円、基金積立

に１４４億円となっています。また、収入としては、国等補助金が 

２５６億円、基金取崩が６７億円となっています。 

 

③  財務活動収支 

財務活動収支では、主に地方債の償還に係る支出や地方債の発行に係る収

入による資金の出入りの状況が表示されています。支出としては、地方債償

還支出等が１，６９５億円となっており、収入としては地方債発行収入等が 

１，６４６億円となっています。 

 

④  資金残高 

これらの収支の結果、１年間で５１億円の歳計現金が増加しており、本年

度末資金残高は１７９億円となっています。このため、本年度末歳計外現金

残高１９億円と合わせ、本年度末現金預金残高は１９８億円となっています。 


